
 

 

軽自動車検査協会検査事務規程（昭和 48年 9月 26日協会規程第 16号）

の一部改正について 
 

 

１．改正理由 

「自動車型式認証実施要領について（依命通達）」等の一部改正および独立行政法

人自動車技術総合機構審査事務規程（以下、審査事務規程という。）の一部改正に

伴い所要の改正が必要なため、軽自動車検査協会検査事務規程の一部改正を行いま

す。 

 

２．改正概要 

(1) 「自動車型式認証実施要領について（依命通達）」等の一部改正に伴う改正 

○自動車型式認証実施要領別添１第 18 及び共通構造部（多仕様自動車）型式指

定実施要領第 17に基づき、「自動車の検査時に必要な情報」の内容及び受領方法

等を明示する必要があることから、所要の改正を行います。 

(2) 審査事務規程の一部改正に伴う改正 

○審査事務規程第 64次改正に伴い規定等所要の改正を行います。 

(3) その他、書きぶりの適正化等所要の改正 

 

３．施行日 

令和 7年 7月 28日 
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軽自動車検査協会検査事務規程の一部を改正する新旧対照表  

○ 軽自動車検査協会検査事務規程（昭和 48年 9月 26日協会規程第 16号） 

新 旧 

目次（略） 

第 1章（略） 

第 2章 検査の実施方法 

2-1～2-4(略) 

2-5 製作年月日等 

2-5-1 製作年月日 

自動車の製作年月日については、次のとおり取扱うものとする。 

なお、並行輸入自動車において「保安基準適用年月日」と表現している

ものは「製作年月日」として取扱うものとする。 

(1) 新規検査又は予備検査に係る検査を行う場合（自動車予備検査証の交

付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動

車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車

の新規検査又は予備検査に係る検査を行う場合を除く。）には、次のいず

れかの日とする。 

ただし、令和 6年 3月 31日以前の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及び多仕様自動車並びに令和 6 年 3 月 31 日

以前に「改造自動車等の取扱いについて」（平成 7 年 11 月 21 日付け自

技第 239号）に基づき改造自動車等審査結果通知書が交付された自動車

であって、①又は②の規定により製作年月日が令和 6年 4月 1日から令

和 6年 10月 31日までの日となる自動車（2-5-2の自動車を除く。）につ

いては、「令和 6年 3月 31日に製作された自動車」とみなして取扱うも

のとする。（適用関係告示第 1条第 4項関係） 

① (略) 

② ①に規定する自動車以外の自動車については、原則として、初め

目次（略） 

第 1章（略） 

第 2章 検査の実施方法 

2-1～2-4(略) 

2-5 製作年月日等 

2-5-1 製作年月日 

自動車の製作年月日については、次のとおり取扱うものとする。 

なお、並行輸入自動車において「保安基準適用年月日」と表現している

ものは「製作年月日」として取扱うものとする。 

(1) 新規検査又は予備検査に係る検査を行う場合（自動車予備検査証の交

付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動

車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車

の新規検査又は予備検査に係る検査を行う場合を除く。）には、次のいず

れかの日とする。 

ただし、令和 6年 3月 31日以前の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及び多仕様自動車並びに令和 6 年 3 月 31 日

以前に「改造自動車等の取扱いについて」（平成 7 年 11 月 21 日付け自

技第 239号）に基づき改造自動車等審査結果通知書が交付された自動車

であって、①又は②の規定により製作年月日が令和 6年 4月 1日から令

和 6年 10月 31日までの日となる自動車（2-5-2の自動車を除く。）につ

いては、「令和 6年 3月 31日に製作された自動車」とみなして取扱うも

のとする。（適用関係告示第 1条第 4項関係） 

① (略) 

② ①に規定する自動車以外の自動車については、原則として、初め
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ての検査に係る申請書の提出年月日。 

ただし、次のアからケまでのいずれかに該当する自動車にあって

は、それぞれに掲げる年月日とすることができる。 

 

ア～ケ(略) 

(2)(略) 

2-5-2(略) 

2-6 検査の受付等 

2-6-1(略) 

2-6-2 検査手数料の納付及び消印 

(1) 手数料令により検査手数料の納付が必要とされた自動車について、収

納計器による収納済印影が申請書、申請審査書若しくは申請手数料一括

納付書（以下 2-6-2において「申請書等」という。）に表示され、かつ、

提出があった場合又は、OSS 申請をする場合であって、軽自動車検査協

会に納められた予納金から精算するものとして申請者による検査手数

料の納付手続が完了した場合若しくは検査手数料収納業務に係る契約

を締結した者を通じて申請者から納付された検査手数料の納付情報を

取得した場合には、検査手数料の納付があったものとして検査を行うも

のとする。 

この場合において持込検査（出張検査によるものを除く。）にあっては、

複数件数の手数料を一括表示することはできないものとする。 

(2)(略) 

2-6-3(略) 

2-7～2-8(略) 

2-9 受検車両と書面の同一性確認 

(1) 持込検査にあたっては、自動車に打刻されている車台番号及び原動機

の型式について、次に掲げる検査の種別毎に定める書面に記載又は記録

ての検査に係る申請書の提出年月日。ただし、次の各号のいずれか

に該当する自動車にあっては、それぞれ当該各号に掲げる製作年月

日、発行年月日等とする。この場合において、複数の製作年月日と

なる場合は、そのうちの最も古い年月日とする。 

ア～ケ(略) 

(2)(略) 

2-5-2(略) 

2-6 検査の受付等 

2-6-1(略) 

2-6-2 検査手数料の納付及び消印 

(1) 手数料令により検査手数料の納付が必要とされた自動車について、収

納計器による収納済印影が申請書、申請審査書若しくは申請手数料一括

納付書（以下 2-6-2において「申請書等」という。）に表示され、かつ、

提出があった場合又は、OSS 申請をする場合であって、協会に納められ

た予納金から精算するものとして申請者による検査手数料の納付手続

が完了した場合若しくは検査手数料収納業務に係る契約を締結した者

を通じて申請者から納付された検査手数料の納付情報を取得した場合

には、検査手数料の納付があったものとして検査を行うものとする。 

この場合において持込検査（出張検査によるものを除く。）にあっては、

複数件数の手数料を一括表示することはできないものとする。 

 

(2)(略) 

2-6-3(略) 

2-7～2-8(略) 

2-9 受検車両と書面の同一性確認 

(1) 持込検査にあたっては、自動車に打刻されている車台番号及び原動機

の型式について、次に掲げる検査の種別毎に定める書面に記載又は記録
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されている車台番号及び原動機の型式と同一であることを確認するも

のとする。 

この場合において、容易に確認できる位置に原動機（電動機に限る。）

の型式の打刻が行えないものとして自動車型式認証実施要領、共通構造

部（多仕様自動車）型式指定実施要領又は輸入自動車特別取扱要領に基

づくラベル標示の届出がされている自動車にあっては、当該ラベルに記

載された型式を確認することによって持込検査の受付があった自動車

に打刻されている原動機（電動機に限る。）の型式を確認したものとみな

す。 

なお、型式の異なる原動機に変更する改造自動車の場合には、当該自

動車の原動機の型式については、改造自動車等審査結果通知書等又は審

査済みの審査事務規程別添 2「新規検査等書面審査要領」に定める新規

検査等届出書及び軽自動車検査票に記載されている原動機の型式と同

一であることを確認するものとする。 

また、輸入自動車特別取扱自動車であって、提示された自動車の原動

機の型式と輸入自動車特別取扱届出済書に記載されている原動機の型

式が異なる場合には、提示された自動車の原動機の型式と当該自動車の

類別区分番号に応じて諸元表に記載されている原動機の型式が同一で

あればよい。 

① 新規検査又は予備検査（自動車予備検査証の交付を受けた自動車、

法第 16条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69条

第 4項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又

は予備検査を除く。）の場合 

ア(略) 

イ 並行輸入自動車 

書面審査が終了した並行輸入自動車届出書（2-14において準用

する審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」に定める並行

されている車台番号及び原動機の型式と同一であることを確認するも

のとする。 

この場合において、容易に確認できる位置に原動機（電動機に限る。）

の型式の打刻が行えないものとして自動車型式認証実施要領、共通構造

部（多仕様自動車）型式指定実施要領又は輸入自動車特別取扱要領に基

づくラベル標示の届出がされている自動車にあっては、当該ラベルに記

載された型式を確認することによって持込検査の受付があった自動車

に打刻されている原動機（電動機に限る。）の型式を確認したものとみな

す。 

なお、型式の異なる原動機に変更する改造自動車の場合には、当該自動

車の原動機の型式については、改造自動車等審査結果通知書等又は審査

済みの審査事務規程別添 2「新規検査等書面審査要領」に定める新規検

査等届出書及び軽自動車検査票に記載されている原動機の型式と同一

であることを確認するものとする。 

また、輸入自動車特別取扱自動車であって、提示された自動車の原動機

の型式と輸入自動車特別取扱届出済書に記載されている原動機の型式

が異なる場合には、提示された自動車の原動機の型式と当該自動車の類

別区分番号に応じて諸元表に記載されている原動機の型式が同一であ

ればよい。 

① 新規検査又は予備検査（自動車予備検査証の交付を受けた自動車、

法第 16条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69条

第 4項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又

は予備検査を除く。）の場合 

ア(略) 

イ 並行輸入自動車 

自動車通関証明書、輸入申告書又は打刻届出書及び軽自動車検

査票 
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輸入自動車届出書をいう。）及び軽自動車検査票 

ウ(略) 

②～④(略) 

(2)～(4)(略) 

2-10～2-13(略) 

2-14 並行輸入自動車 

2-14-1 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」の準用 

(1)～(5)(略) 

(6) 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.5.(1)、6.14.2.(5)

及び 6.14.4.(3)に規定する「別途定める方法」については、軽自動車検

査協会が別途通知する方法とする。 

2-14-2 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」の読み替え 

審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」中、下表の中欄の字句

は同表右欄の字句に読み替えて適用する。 

並行輸入自動車審査要領 中欄 右欄 

(略) (略) (略) 

4.1.(2) 次の要件を満たすことを確

認するものとする。 

① 自動車（二輪の小型自動

車を除く。）にあっては、法

第 4 条の規定により自動車

登録ファイルに登録を受

けたことがないこと 

② 二輪の小型自動車にあっ

ては、法第 60 条の規定によ

り車両番号の指定を受けた

ことがないこと 

法第 60条の規定により車両

番号の指定を受けたことが

ないことを確認するものと

する。 

 

ウ(略) 

②～④(略) 

(2)～(4)(略) 

2-10～2-13(略) 

2-14 並行輸入自動車 

2-14-1 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」の準用 

(1)～(5)(略) 

(6) 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.14.2.(5)及び

6.14.4.(3)の規定においては、別途通知する方法とする。 

 

2-14-2 審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」の読み替え 

審査事務規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」中、下表の中欄の字句

は同表右欄の字句に読み替えて適用する。 

並行輸入自動車審査要領 中欄 右欄 

(略) (略) (略) 

4.1.(2) 次のいずれにも該当しない

ことを確認するものとする。 

① 自動車（二輪の小型自動

車を除く。）にあっては、法

第 4 条の規定により自動車

登録ファイルに登録を受け

たことがないこと 

② 二輪の小型自動車にあっ

ては、法第 60 条の規定によ

り車両番号の指定を受けた

ことがないこと 

法第 60条の規定により車両

番号の指定を受けたことが

ないことを確認するものと

する。 
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(略) (略) (略) 

6.5.(1) MOTAS に電子的に送信された 国土交通省から軽自動車検

査協会に電子的に提供され

た 

(略) (略) (略) 

2-15 改造自動車等 

2-15-1(略) 

2-15-2 審査事務規程別添 4「改造自動車審査要領」の読み替え 

審査事務規程別添 4「改造自動車審査要領」中、下表の中欄の字句は同

表右欄の字句に読み替えて適用する。 

改造自動車審査要領 中欄 右欄 

(略) (略) (略) 

4.2.(1)② 地方検査部又は地方事務所 主管事務所長、事務所長又

は支所長 

 

(略) (略) (略) 

8.2.(1)⑦ 審査事務規程 4-13 検査事務規程 2-13 

(略) (略) (略) 

別表第 3 3.① 自動車検査証の情報を車検

証閲覧アプリで出力した自

動車検査証記録事項、自動車

検査証（令和 4 年以前に交付

されたものに限る。） 

自動車検査証記録事項、自

動車検査証 

(略) (略) (略) 

2-15-3(略) 

2-16～2-27(略) 

 

(略) (略) (略) 

(新設) (新設) (新設) 

 

 

(略) (略) (略) 

2-15 改造自動車等 

2-15-1(略) 

2-15-2 審査事務規程別添 4「改造自動車審査要領」の読み替え 

審査事務規程別添 4「改造自動車審査要領」中、下表の中欄の字句は同

表右欄の字句に読み替えて適用する。 

改造自動車審査要領 中欄 右欄 

(略) (略) (略) 

4.2.(1)② 

 

地方事務所 事務所長（主管事務所長又

は沖縄事務所長を除く。）又

は支所長 

(略) (略) (略) 

(新設) (新設) (新設) 

(略) (略) (略) 

(新設) 

 

 

 

 

(新設) (新設) 

(略) (略) (略) 

2-15-3(略) 

2-16～2-27(略) 
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2-28 自動車の検査時に必要な情報及びその受領方法等 

自動車型式認証実施要領別添１第 18及び共通構造部（多仕様自動車）型

式指定実施要領第 17における「当該情報の内容、受領方法及び提出時期」

は、次のとおりとする。 

ただし、検査時に注意する事項がない又は基準の適用を受けない場合を

除く。 

(1) 当該情報の内容 

① ブレーキテスタによる検査時に注意する事項 

② スピードメータテスタによる検査時に注意する事項 

③ ヘッドライトテスタによる検査時に注意する事項 

④ 排出ガステスタによる検査時に注意する事項 

⑤ OBD検査時に注意する事項 

⑥ 消音器その他の騒音防止装置に係る説明 

⑦ ばい煙、悪臭のあるガス、有毒なガス等の発散防止装置に係る説明 

⑧ 突入防止装置の構造等の説明 

⑨ 前部潜り込み防止装置の構造等の説明 

⑩ 速度抑制装置の確認方法 

⑪ 最大安定傾斜角度測定時のエアサスペンション調整に係る説明（乗

車定員 10人以下の乗用自動車を除く。） 

⑫ ブレーキ適合カテゴリ（UN R13が適用される自動車に限る。） 

⑬ けん引自動車の仕様説明 

⑭ 車両後退通報装置の認証情報（単品認証と車両認証の別） 

⑮ 後退時車両直後確認装置の説明 

⑯ 多軸を有する自動車の重量分布の計算式 

(2) 受領方法及び提出時期 

軽自動車検査協会が別途定める方法 

 

（新設） 
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第 3章 自動車検査証等の記録 

3-1～3-2(略) 

3-3 軽自動車検査票の記載方法及び検査結果通知情報 

3-3-1～3-3-14(略) 

3-3-15 備考欄 

(1)～(2)(略) 

(3)  牽引可能なキャンピングトレーラ等の車両総重量を算出した場合

は、次の例により軽自動車検査票 2の備考欄に記載し、自動車検査証

等に記録（自動車予備検査証及び限定自動車検査証の備考欄について

は、記録例により記載）するものとする。 

ただし、他の書面等で算出した場合であって、次の例が記載されて

いるものにあっては、この限りではない。 

なお、各記号の意味は次のとおりとする。 

ｍ～ａ(略)  

ＦＳ：牽引自動車の諸元表等に記載された駐車ブレーキ力（Ｎ）。 

ただし、新規検査又は予備検査を受ける自動車であってその

検査において制動装置に係る基準に適合することが明らかな

自動車又は有効な自動車検査証が交付されている自動車であ

って、操作力（電動式駐車ブレーキの操作力を除く。）が細目

告示に規定された値よりも小さいものの場合は、細目告示に

規定された操作力による駐車ブレーキ力を比例計算により求

めた値とする。なお、駐車ブレーキ力が不明なものの場合は、

測定した値を用いるものとする。 

（例）(略) 

(4)～(5)(略)  

3-3-16～3-3-17(略) 

3-4(略) 

第 3章 自動車検査証等の記録 

3-1～3-2(略) 

3-3 軽自動車検査票の記載方法及び検査結果通知情報 

3-3-1～3-3-14(略) 

3-3-15 備考欄 

(1)～(2)(略) 

(3)  牽引可能なキャンピングトレーラ等の車両総重量を算出した場合

は、次の例により軽自動車検査票 2の備考欄に記載し、自動車検査証

等に記録（自動車予備検査証及び限定自動車検査証の備考欄について

は、記録例により記載）するものとする。 

ただし、他の書面等で算出した場合であって、次の例が記載されて

いるものにあっては、この限りではない。 

なお、各記号の意味は次のとおりとする。 

ｍ～ａ(略)  

ＦＳ：牽引自動車の諸元表等に記載された駐車ブレーキ力（Ｎ）。 

ただし、新規検査又は予備検査を受ける自動車であってその

検査において制動装置に係る基準に適合することが明らかな

自動車又は有効な自動車検査証が交付されている自動車であ

って、操作力が細目告示に規定された値よりも小さいものの

場合は、細目告示に規定された操作力による駐車ブレーキ力

を比例計算により求めた値とする。なお、駐車ブレーキ力が不

明なものの場合は、測定した値を用いるものとする。 

 

（例）(略) 

(4)～(5)(略)  

3-3-16～3-3-17(略) 

3-4(略) 
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第 4章～第 5章(略) 

第 6章 車両番号の指定等、自動車検査証等の交付等に係る処理 

6-1～6-8(略) 

6-9 新規検査 

6-9-1 必要な書面 

6-8-2に規定する申請書等の受理にあたっては、次に掲げる書面の記載

内容を確認するものとする。 

(1) 車両番号の指定を受けたことがない自動車 

①～④(略)  

⑤ 出荷検査証（出荷検査証が交付された場合に限る。ただし、出荷検

査証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供

された場合を除く。） 

⑥ 算定燃費値取得済証（提出された場合に限る。） 

⑦ 施行規則第 36条第 5項に係る書面 

⑧ 施行規則第 36条第 6項に係る書面 

⑨ 譲渡証明書（譲渡証明書に記載すべき事項が電磁的方法により登録

情報処理機関に提供された場合を除く。）又は販売証明書等（以下「使

用者であることを証する書面」という。） 

⑩ 使用者の住所を証する書面（国若しくは地方公共団体の使用する自

動車又は自動車運送事業の用に供する自動車の場合には不要。以下同

じ。） 

ア～イ(略)  

⑪ 申請依頼書等（代理人による申請、届出又は請求の場合。以下同じ。） 

⑫ 保険証明書（保険証明書に記載すべき事項が電磁的方法により登録

情報処理機関に提供された場合を除く。以下同じ。） 

⑬ 自動車重量税納付書 

⑭ 軽自動車検査票（自動車の提示が必要な場合に限る。） 

第 4章～第 5章(略) 

第 6章 車両番号の指定等、自動車検査証等の交付等に係る処理 

6-1～6-8(略) 

6-9 新規検査 

6-9-1 必要な書面 

6-8-2に規定する申請書等の受理にあたっては、次に掲げる書面の記載

内容を確認するものとする。 

(1) 車両番号の指定を受けたことがない自動車（新車） 

①～④(略) 

(新設) 

 

 

⑤ 算定燃費値取得済証（提出された場合に限る。） 

⑥ 施行規則第 36条第 5項に係る書面 

⑦ 施行規則第 36条第 6項に係る書面 

⑧ 譲渡証明書（譲渡証明書に記載すべき事項が電磁的方法により登録

情報処理機関に提供された場合を除く。）又は販売証明書等（以下「使

用者であることを証する書面」という。） 

⑨ 使用者の住所を証する書面（国若しくは地方公共団体の使用する自

動車又は自動車運送事業の用に供する自動車の場合には不要。以下同

じ。） 

ア～イ(略)  

⑩ 申請依頼書等（代理人による申請、届出又は請求の場合。以下同じ。） 

⑪ 保険証明書（保険証明書に記載すべき事項が電磁的方法により登録

情報処理機関に提供された場合を除く。以下同じ。） 

⑫ 自動車重量税納付書 

⑬ 軽自動車検査票（自動車の提示が必要な場合に限る。） 
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⑮ その他の書面（次の左欄に該当する自動車にあっては、それぞれ右

欄に示す書面。以下同じ。） 

自動車の別 書 面 

(略) (略) 

2-14 の規定による並行輸入自

動車であらかじめ書面審査を

受けた自動車 

自動車通関証明書（自動車通関証明書情報が国

土交通省から軽自動車検査協会に電子的に提供

された場合は、省略することができる。）及び並

行輸入自動車審査に係る添付資料 

(略) (略) 

(2)(略) 

6-9-2～6-9-3(略) 

6-10～6-12(略) 

6-13 予備検査 

6-13-1 必要な書面 

6-8-2に規定する申請書等の受理にあたっては、次に掲げる書面の記載内容

を確認するものとする。 

(1) 車両番号の指定を受けたことがない自動車 

①～④(略) 

⑤ 出荷検査証（出荷検査証が交付された場合に限る。ただし、出荷検

査証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供

された場合を除く。） 

⑥ 算定燃費値取得済証（提出された場合に限る。） 

⑦ 施行規則第 36条第 5項に係る書面 

⑧ 施行規則第 36条第 6項に係る書面 

⑨ 所有者であることを証する書面 

⑩ 申請依頼書等 

⑪ 軽自動車検査票（当該自動車の提示が必要な場合に限る。） 

⑭ その他の書面（次の左欄に該当する自動車にあっては、それぞれ右

欄に示す書面。以下同じ。） 

自動車の別 書 面 

(略) (略) 

2-14 の規定による並行輸入自

動車であらかじめ書面審査を

受けた自動車 

自動車通関証明書、並行輸入自動車審査に係る

添付資料 

 

 

(略) (略) 

(2)(略) 

6-9-2～6-9-3(略) 

6-10～6-12(略) 

6-13 予備検査 

6-13-1 必要な書面 

6-8-2に規定する申請書等の受理にあたっては、次に掲げる書面の記載内容

を確認するものとする。 

(1) 車両番号の指定を受けたことがない自動車 

①～④(略) 

(新設) 

 

 

⑤ 算定燃費値取得済証（提出された場合に限る。） 

⑥ 施行規則第 36条第 5項に係る書面 

⑦ 施行規則第 36条第 6項に係る書面 

⑧ 所有者であることを証する書面 

⑨ 申請依頼書等 

⑩ 軽自動車検査票（当該自動車の提示が必要な場合に限る。） 
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⑫ その他の書面 

(2)(略)  

6-13-2～6-13-3(略) 

6-14～6-25(略) 

第 7章～第 9章(略) 

別表 

表(略) 

備考 

(1)～(4)(略) 

(注 1)～（注 4）(略) 

(注 5) 改造自動車について、改造部分及び改造により影響を及ぼす部分の

保安基準への適合性の検討を行うものとする。また、検討の結果、保安

基準に適合させるために別途必要となる添付資料がある場合、必要と

なる添付資料の提出を求めるものとする。 

試作車又は組立車の場合の保安基準適合検討書は、自動車型式認証実

施要領別添 2「新型自動車取扱要領」の別表第 1 項 3(5)に準じたもの

とする。 

(注 6)～(注 7)(略) 

(注 8) 自動車型式認証実施要領別添 3「検査対象外軽自動車等及び原動機

付自転車用原動機の型式認定要領」の別表第 1項 3(6)に準じたものと

する。 

(注 9)～(注 13)(略) 

(※注)(略) 

様式 1～様式 13(略) 

⑪ その他の書面 

(2)(略)  

6-13-2～6-13-3(略) 

6-14～6-25(略) 

第 7章～第 9章(略) 

別表 

表(略) 

備考 

(1)～(4)(略) 

(注 1)～（注 4）(略) 

(注 5) 改造自動車について、改造部分及び改造により影響を及ぼす部分の

保安基準への適合性の検討を行うものとする。また、検討の結果、保安

基準に適合させるために別途必要となる添付資料がある場合、必要と

なる添付資料の提出を求めるものとする。 

試作車又は組立車の場合の保安基準適合検討書は、自動車型式認証実

施要領別添 2「新型自動車取扱要領」の別表第 1 項 3(8)に準じたもの

とする。 

(注 6)～(注 7)(略) 

(注 8) 自動車型式認証実施要領別添 2「新型自動車取扱要領」の別表第 1項

3(7)に準じたものとする。 

 

(注 9)～(注 13)(略) 

(※注)(略) 

様式 1～様式 13(略) 

附 則〔令和 7年 7月 28日協会規程第 16号〕 

この規程は、令和 7年 7月 28日から施行する。 


